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京大東アジアセンターニュースレター   第 505号   




○ T・B・M・Cの共通項 ： ボイコットと街頭デモとストライキ 





























































































































































































































































 第 12次五ヵ年計画（2011～2015）期間のうちに、中国の 60歳以上の老年人口は年平均で約 800万人ず
つ増加、2015年には総数が 2億人に達する。全国老齢工作委員会弁公室が発表した予測によると、2023年
に老年人口は 2.7億人まで増加する。2050年には 4億人を超え、総人口の 30％を占めると予想されている。 
 中国でも年金の財源不足が問題にされ、公務員、都市住民、農村社会と複雑に分かれている年金制度を統




１．40歳の男性 子供 1人 父親 71歳 母親 68歳 





２．28歳の女性 既婚子供なし  父親 61歳  母親 55歳 






















は年金生活に入るつもり。主人は警察官で今、55 歳。そのうち定年が 65 歳になるだろし、子供（男）も









７．38歳男性  江蘇省常塾出身 団地のメンテナンス担当  
  両親は農民で、父は 62歳、母は 58歳。2人とも新型農村社会年金を貰っている。金額  

























  年金名称      ：城鎮企業職工基本養老保険 





             男性 60歳、女性 50歳（一部 55歳） 
  保険料率      ：企業負担 22.00％ 
             個人負担 8.00％   合計 30％ 
  保険料算出上限・下限：前年度その地域の平均賃金の 60％～300％ 
給付方式      ：一部賦課、一部積立 （個人口座積立あり） 
給付内容      ：個人口座残額／120  個人口座より給付 
            前年度地区平均月給の 20％  年金保険基金より給付 
異動処理      ：個人口座分のみ一括返済可（死亡時、国外住居時） 
 
 ＊運用は若干複雑で、個人年金口座を積立方式で運用しており、個人負担分８％と企業負担分 22％のう
ちの 30％分が自分の口座に積みたてられる。また、企業負担分 22％のうちの 70％分は年金保険基金
で運用され、個人口座とは別に地域平均所得の 20％と同等額が給付される。 
  ＊個人拠出額は 120等分して、10年にわたり個人へ支払われる。10年経過後は年金保険基金が給付す
る基礎額のみとなる。これは終生支給される。 
２．中国の年金財政は本当に破綻するのか 
  昨年 6 月 14 日付の経済参考報が「2013 年に養老保険が 18.3 兆元の原資不足に陥る」と報道したこと
により。中国の年金財政が破綻すると話題になった。しかし、経済参考報が引用した、復旦大学と中国銀
行による報告書には 18.3兆元という数字は明示されておらず、人力資源・社会保障労働部統計では、2011
年の保険基金総収入は 1.7兆元、総支出は 1.3兆元で収入が支出を上回っている。一方、6月 27日付の中
国新聞網では 1997年から地方政府が財政補助をしており、その金額は 2011年には 2272億元、累計では










 ＊年金制度への加入率が低く、全国老齢工作委員会の報告では、2010 年度の都市部の加入率は 84.7％で
あるが農村部では 34.6％に過ぎない。 
 ＊都市部と農村部の給付額の差が大きい。上述の報告によれば都市部の平均給付額は月額 1527 元である
のに対し、農村部では僅か 74 元である。また、前述したように公務員の給付水準は企業の給付水準よ
り遥かに高い。    












（人民網 12月 12日） 
① 中国が今後取っていく漸次的な定年年齢引上げ 
     一年に数カ月ずつ引き上げる方式が取られる。定年引上げは公務員にとって有利で、国家機関や
事業単位で優先的に開始されるという情報については聞いていないと否定した。 
② 年金の一本化のタイムテーブルはまだない 








  ③ 支払期間の長さに応じて給付額を算出 












































































































































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011年 9.2     1549 20.3 24.9     
10月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012年      2303 7.9 4.3     
1月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 
11月  10.1 14.9 2.0 20.0 196 2.8 -0.1 -8.7 -5.4 14.5 15.7 
12月 7.9 10.3 15.2 2.5 18.8 316 14.0 6.0 -7.8 -4.5 14.4 15.0 
2013年             
1月    2.0 20.8 291 25.0 29.0 -12.4 -3.4 15.9 15.4 
2月    3.2  153 21.7 -14.9 -35.6 6.3 15.2 15.1 
3月 7.7 8.9 12.6 2.1 21.5 -9 10.0 14.2 -19.7 5.7 15.7 14.9 
4月  9.3 12.8 2.4 19.8 182 14.6 16.6 13.9 0.4 16.1 14.9 
5月  9.2 12.9 2.1 19.7 204 0.9 -0.1 -14.4 0.3 15.8 14.5 
6月 7.5 8.9 13.3 2.7 19.9 271 -3.3 -0.9 -17.3 20.1 14.0 14.1 
7月  9.7 13.2 2.7 20.2 178 5.1 10.8 1.2 24.1 14.5 14.3 
8月  10.4 13.4 2.6 21.4 285 7.1 7.1 -11.7 0.6 14.7 14.1 
9月 7.8 10.2 13.3 3.1 19.6 152 -0.4 7.4 -16.8 4.9 14.2 14.3 
10月  10.3 13.3 3.2 19.2 311 5.6 7.5 -8.2 1.2 14.3 14.1 
11月  10.0 13.7 3.0 17.6 338 12.7 5.4 -9.3 2.3 14.2 14.2 
12月 7.7 9.7 13.6 2.5 17.2 256 4.3 8.6 -3.4 -42.6 13.6 14.1 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
